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入札時に提出する工事費内訳書への労務費等の記載について（通知）

　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）が改正され、入札金額の内訳として、材料費、労務費及び当該公共工事に従事する労働者による適正な施工を確保するために不可欠な経費として国土交通省令で定めるものその他当該公共工事の施工のために必要な経費の内訳を記載しなければならないこととされました。
　この改正を受け、入札時に提出する工事費内訳書等について、次の通り取り扱うこととしますので、お知らせします。

１　改正内容
　入札時に提出する工事費内訳書に記載すべき事項として、材料費、労務費、法定福利費の事業主負担額、安全衛生経費及び建設業退職金共済制度の掛金の内訳を追加します。

２　対象工事
令和８年９月１日以降に公告または指名通知を行う建設工事

３　記載方法
　従来の工事費内訳書の記載内容に加え、次の５つの経費について金額を記載してください。
	材料費
	工事の完成に直接的に投入される材料の費用

	労務費
	工事の施工に直接携わる労働者に対して支払われる、労働者本人が受け取るべき賃金の原資となる費用

	法定福利費
	健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、こども・子育て拠出金、雇用保険料のうち、現場労働者の事業主負担分

	建退共掛金
	建設業退職金共済制度の掛金を払うために必要な経費

	安全衛生経費
	労働安全衛生法等に基づく労働災害防止対策に必要な経費


　すべてを計上できない場合、備考欄に「算出不能」、「計上不可」等と記載してください。
　一部のみ計上できない場合、計上可能な部分のみ計上し、「一部のみ計上」等と記載してください。
その他計上の方法等については、国道交通省の「書き方ガイド」をご確認ください。
（https://roumuhi.mlit.go.jp/labor-cost-standard/about/concept）
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